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★事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
【事業の内容】

【業務の流れ】

【主な予算費目】

(1)事務事業の振り返り・計画
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(単位)

(2)成果指標･総事業費

の推移
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実績(決算) 実績(決算)目標(当初予算)実績(決算) 予定 見込目標(当初予算)
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国庫支出金

都道府県支出金

地方債

その他

繰入金

一般財源

源
内

訳
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費
（Ａ）事業費計

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

安全・安心に暮らせ
るまちづくりの推進

「こどもまんなか社会」
の構築

産業の共生による市経
済の持続的発展

（開始年度　　　　　　年度）
（　　　　　～　　　　年度）

市志合

③予算の主な増減の理由

データ取得方法

法令根拠

見込

(開始した背景・
きっかけ・今後の
状況変化・関係
者からの意見や
要望を含む)

成果指標

ウ

ウ

(3)評価の総括（成果向上の余地・事業費削減の余地）

(4)今後の事業の方向性

 4年度

3,346

1,770,536

835,516

220,057

932,645

3,758,754

 5年度

3,322

1,741,692

850,984

220,161

1,036,361

3,849,198

 6年度

3,313

1,761,898

902,347

260,362

969,170

3,893,777

 6年度

3,321

1,940,244

914,652

211,479

1,071,361

4,137,736

 7年度

3,393

1,977,536

984,788

213,535

1,116,025

4,291,885

 8年度

3,393

2,063,084

1,006,615

230,550

1,169,678

4,469,927

 9年度

3,393

2,178,201

1,056,199

230,550

1,219,249

4,684,199

10年度

3,393

2,299,072

1,108,259

230,550

1,271,295

4,909,176

(令和 6年度実績と令和 7年度計画) 令 和  7 年  9 月 1 7 日 更 新

保育所入所等措置事業

   2 福祉の健幸 こども部 小畑　英之

   5 こども・子育て支援の充実 こども未来課 河野　文香

  18 子育てと仕事の両立支援 保育班 1622

子ども・子育て支援法
児童福祉法一般   3   2   3    10580

単年度のみ 単年度繰返 18
 6年度で終了  6年度から開始

期間限定複数年度

保育を必要とする乳幼児等の保育施設（認可保育所・認定こども園・地域型保育事業）への入所、退所等の決定を行う。
また、保育の実施に要する費用を給付する。昭和29年より、保護者が働いている、あるいは病気の状態にあるなどの理由で
、家庭において十分な保育ができない児童がいたため、保育施設に対して運営費を支払うようになった。平成 27年度からは
、子ども・子育て支援新制度の開始に伴い、認可保育所に加えて認定こども園、地域型保育も給付対象となっている。
現状及びニーズを随時把握し、施設利用の調整を行う。

（入所関係）
　施設入所申込書等受付→入所申込書等審査→入所決定（入所措置に係る事務・施設利用料算定等）
（特定教育・保育給付）
・給付費支払事務
　公定価格の算定及び請求内容の審査→支払事務
・公費負担金および補助金交付申請事務
　給付費（国庫、県費）交付申請→交付決定→変更交付申請→実績報告→交付確定→精算

報酬、職員手当、需用費、負担金補助及び交付金、扶助費

6年度事務事業の成果・実績
○特定教育・保育施設の利用希望に対し、家庭状況に合わせた入所調整を行い、それに伴い要する費用の給付を滞りなく行ったことで、共働
き等で保育を必要とする子育て世帯への支援をすることができた。令和6年度実績：特定教育・保育施設利用者数3,321人、令和6年度末認可保
育施設等の数：31施設、令和7年4月1日時点における待機児童数：0人
○保育補助者を雇用した保育所等に対し、補助金を交付し、保育士の負担軽減を図った。24施設、47人雇用
○その他、国や県の補助メニューを活用し、保育所等へ補助金を交付したことで、保育所等の安定的な運営ができ、児童を受け入れることが
できた。
○保育の無償化の対象となる3歳から5歳児で認可外保育施設に通う児童の保護者等に利用料給付金を交付したことで、保護者の負担軽減につ
ながった。認可外保育施設利用料給付金52人、認可施設預かり保育利用料給付金246人

7年度計画（次年度に計画している主な内容）
保育施設入所審査及び児童の特定教育・保育実施に伴う施設への給付
R7より、延長休日保育助成事業（10568）、保育所地域活動等助成事業（1
0592）、一時保育事業（11415）、認可外保育所助成事業（10576）、障が
い児保育助成事業（10575）、合志市内保育士等研修事業（11448）と統合

公定価格の増額及び認可保育所新設に伴う施設型給付費の増

特定教育・保育施設利用者数 人 年度末教育・保育施設利用者数

人

＜成果向上の余地＞
保護者のニーズを受け、可能な限り入所調整を行っているため、向上余地はない。

＜事業費削減の余地＞
国が定める公定価格に基づき給付しているため、削減の余地はない。

廃止 縮小 事業のやり方改善 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）


